
新 旧 
 

所沢市土砂の堆積の規制に関する条例の一部を改正する条例（素案） 

 

所沢市土砂の堆積による土壌の汚染の防止に関する条例 所沢市土砂の堆積の規制に関する条例 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、土砂の堆積に関し、必要な規制を行うことによ

り、土砂の堆積による土壌の汚染を防止し、もって生活環境の保全に

寄与することを目的とする。 

第１条 この条例は、土砂の堆積に関し、必要な規制を行うことによ

り、無秩序な土砂の堆積を防止し、もって市民の生活の安全の確保及

び生活環境の保全に寄与することを目的とする。 

 （定義）  （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ 土砂の堆積 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第

１９１号。以下「法」という。）第２条第２号（盛土部分の面積が

５００平方メートルを超えるものに限る。）に規定する宅地造成及

び同条第４号に規定する土石の堆積をいう。 

 ⑴ 土砂の堆積 埋立て、盛土その他の土地への土砂の堆積（製品の

製造又は加工のための原材料の堆積を除く。）をいう。 

 ⑵ 略  ⑵ 略 

（市の責務） （市の責務） 

第３条 市は、土砂の堆積による土壌の汚染を防止するため、必要な施

策を総合的に推進するとともに、土砂の堆積を監視する体制の整備に

努めるものとする。 

第３条 市は、無秩序な土砂の堆積を防止するため、必要な施策を総合

的に推進するとともに、土砂の堆積を監視する体制の整備に努めるも

のとする。 

（土砂の堆積を行う者の責務） （土砂の堆積を行う者の責務） 

第４条 土砂の堆積を行う者は、土砂の堆積による土壌の汚染を防止す

るため、必要な措置を講ずるとともに、土砂の堆積を行う土地の周辺

の生活環境の保全に配慮しなければならない。 

第４条 土砂の堆積を行う者は、その堆積に係る土砂の流出、崩壊その

他の災害の発生の防止のため、必要な措置を講ずるとともに、土砂の

堆積を行う土地の周辺の生活環境の保全に配慮しなければならない。 

 （土砂の堆積の許可） 

 第５条 土砂の堆積を行おうとする者は、土砂の堆積に係る土地の区域

ごとに土砂の堆積に関する計画を定め、市長の許可を受けなければな

らない。ただし、次に掲げる土砂の堆積については、この限りでな

い。 

 ⑴ 土砂の堆積に係る土地の区域の面積が５００平方メートル未満又



は３，０００平方メートル以上の土砂の堆積 

 ⑵ 土地の造成その他の事業の区域内において行う土砂の堆積で当該

事業の区域における土砂のみを用いて行うもの 

 ⑶ 法令又は他の条例の規定による許可等の処分その他の行為で規則

で定めるものに係る行為として行う土砂の堆積であって、規則の定

めるところにより、市長に届け出たもの 

 ⑷ 公益性が高いと認められる事業の実施に係る行為のうち無秩序な

土砂の堆積となるおそれがないものとして規則で定めるものに係る

土砂の堆積 

 ⑸ 災害復旧のために必要な応急措置として行う土砂の堆積 

 ⑹ 法令若しくは条例又はこれらに基づく処分による義務の履行に伴

う土砂の堆積 

 ⑺ その他無秩序な土砂の堆積のおそれがないものとして規則で定め

る土砂の堆積 

 ２ 前項の土砂の堆積に関する計画には、次に掲げる事項を定めなけれ

ばならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 ⑵ 土砂の堆積に係る土地の区域の所在及び面積 

 ⑶ 土砂の堆積の目的 

 ⑷ 土砂の堆積に係る工事の元請負人（計画を定める者から直接工事

を請け負った者をいう。） 

 ⑸ 最大堆積時において土砂の堆積に用いる土砂の数量 

 ⑹ 最大堆積時における土地の形状 

 ⑺ 土砂の堆積の完了時における土地の形状 

 ⑻ 周囲の生活環境の保全のための方策 

 ⑼ 排水施設その他の土砂の流出及び崩壊を防止する施設の計画 

 ⑽ 前号に掲げるもののほか、災害、事故等の防止のためにとる措置 

 ⑾ 土砂の堆積を行う期間 

 ⑿ その他規則で定める事項 

 ３ 第１項の規定による許可の申請には、当該申請に係る土砂の堆積に

係る土地の区域を示す図面その他規則で定める書類を添付しなければ

ならない。 

 （住民への周知） 



 第６条 前条第１項の規定による許可の申請をした者は、その概要を当

該申請に係る土砂の堆積に係る土地の区域の周辺の住民に周知させる

よう努めるものとする。 

 （許可の基準等） 

 第７条 市長は、第５条第１項の規定による許可の申請があった場合に

おいて、土砂の堆積に関する計画の内容が、次に掲げる事項につい

て、土砂の流出、崩壊その他の災害を防止する上で必要な規則で定め

る基準に適合すると認めるときでなければ、同項の許可をしてはなら

ない。 

 ⑴ 土砂の堆積の完了時及び最大堆積時において堆積する土砂の高さ

及びのり面の勾配 

 ⑵ 排水施設、擁壁その他の施設 

 ⑶ 地形、地質又は周囲の状況に応じ配慮すべき事項又は講ずべき措

置 

 ２ 市長は、第５条第１項の規定による許可の申請をした者が次の各号

のいずれかに該当するとき、又は当該許可の申請に係る同条第２項第

４号に規定する元請負人が第１号に該当するときは、同条第１項の許

可をしないことができる。 

 ⑴ 土砂の堆積に関する計画を実施するために必要な資力及び信用が

あると認められない場合 

 ⑵ 土砂の堆積に関する計画の実施の妨げとなる権利を有する者の同

意を得ていない場合 

 ３ 市長は、第５条第１項の規定による許可には、夜間における土砂の

堆積の禁止その他生活環境の保全のための必要な条件を付することが

できる。 

 （変更の許可） 

 第８条 第５条第１項の規定による許可を受けた者（以下「許可事業

者」という。）は、当該許可に係る同条第２項第２号から第１０号ま

でに掲げる事項の変更をしようとするときは、規則の定めるところに

より、市長の許可を受けなければならない。ただし、規則で定める軽

微な変更をしようとするときは、この限りでない。 

 ２ 前条の規定は、前項の許可の場合に準用する。 

 （変更の届出） 



 第９条 許可事業者は、当該許可に係る第５条第２項第１号に掲げる事

項に変更があったときは遅滞なく、前条第１項ただし書の規則で定め

る軽微な変更をしようとするときはあらかじめ、その旨を市長に届け

出なければならない。 

 （許可の取消し） 

 第１０条 市長は、許可事業者が次の各号のいずれかに該当するとき

は、当該許可を取り消すことができる。 

 ⑴ 不正な手段により、第５条第１項又は第８条第１項の許可を受け

たとき。 

 ⑵ 第５条第１項の許可を受けた日から起算して１年を経過する日ま

でに当該許可に係る土砂の堆積に着手しなかったとき。 

 ⑶ 第５条第１項の許可に係る土砂の堆積に着手した日後１年を超え

る期間引き続き土砂の堆積を行っていないとき。 

 ⑷ 第７条第１項の基準に適合しない土砂の堆積を行ったとき。 

 ⑸ 第７条第３項（第８条第２項において準用する場合を含む。）の

条件に違反したとき。 

 ⑹ 第８条第１項の規定に違反して同項に規定する変更の許可を受け

ないで土砂の堆積を行ったとき。 

 ⑺ 第１８条第１項、第３項又は第４項の規定による命令に違反した

とき。 

（土壌基準の遵守） （土壌基準の遵守） 

第５条 土砂の堆積を行う者（次条の規定により届出を行うべき者に限

る。以下第７条から第１０条までにおいて同じ。）は、堆積する土砂

の有害物質による汚染の状態について、規則で定める基準（以下「土

壌基準」という。）を遵守しなければならない。ただし、規則の定め

るところにより、土砂の堆積の場所、方法等からみて当該土砂が有害

物質による人の健康に係る被害を生ずるおそれがない旨の市長の確認

を受けたときは、この限りでない。 

第１１条 許可事業者は、土砂の堆積を行うときは、堆積する土砂の有

害物質による汚染の状態について、規則で定める基準（以下「土壌基

準」という。）を遵守しなければならない。ただし、規則の定めると

ころにより、土砂の堆積の場所、方法等からみて当該土砂が有害物質

による人の健康に係る被害を生ずるおそれがない旨の市長の確認を受

けたときは、この限りでない。 

（着手の届出）  

第６条 土砂の堆積を行う者は、土砂の堆積に係る土地の区域の面積が

３，０００平方メートル未満である土砂の堆積に着手したときは、次

の各号に該当するものを除き、当該土砂の堆積に着手した日から起算

して１０日以内に規則に定めるところにより市長に届け出なければな

 



らない。 

⑴ 法第１２条第１項ただし書の政令で定める工事に係る土砂の堆積  

⑵ 法令又は他の条例の規定による許可等の処分その他の行為で規則

で定めるものに係る行為として行う土砂の堆積 

 

⑶ 公益性が高いと認められる事業の実施に係る行為のうち土砂の堆

積による土壌の汚染のおそれがないものとして規則で定めるもの 

 

 （標識の掲示） 

 第１２条 許可事業者は、当該許可に係る土砂の堆積を行っている間、

当該土砂の堆積に係る土地の区域内の公衆の見やすい場所に、規則で

定める様式の標識を掲示しなければならない。 

（関係書類の閲覧） （関係書類の閲覧） 

第７条 土砂の堆積を行う者は、規則の定めるところにより、前条の規

定による届出に係る土砂の堆積を行っている間、この条例の規定によ

り市長に提出した書類の写しを、土砂の堆積に関し生活環境の保全上

利害関係を有する者の求めに応じ、閲覧させなければならない。 

第１３条 許可事業者は、規則の定めるところにより、当該許可に係る

土砂の堆積を行っている間、この条例の規定により市長に提出した書

類の写しを、土砂の堆積に関し生活環境の保全上利害関係を有する者

の求めに応じ、閲覧させなければならない。 

 （着手の届出） 

 第１４条 許可事業者は、当該許可に係る土砂の堆積に着手したとき

は、着手した日から起算して１０日以内にその旨を市長に届け出なけ

ればならない。 

 （定期報告） 

 第１５条 許可事業者は、当該許可に係る土砂の堆積の着手の日から完

了又は廃止の日までの期間を３月ごとに区分した各期間（最後に３月

未満の区分した期間が生じた場合には、その期間とする。以下この項

において同じ。）ごとに、当該各期間の経過後２０日以内に、次に掲

げる事項を市長に届け出なければならない。 

 ⑴ 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 ⑵ 許可年月日及び許可番号 

 ⑶ 土砂の堆積に係る土地の区域の所在及び面積 

 ⑷ 当該各期間内に搬入した土砂の採取場所及び当該採取場所ごとの

数量 

 ２ 前項の規定による届出には、土砂の採取場所を証明する書類及び規

則で定める書類を添付しなければならない。 

（堆積に係る土地の汚染調査） （堆積に係る土地の汚染調査） 



第８条 土砂の堆積を行う者は、当該土砂の堆積に係る土地の区域の土

砂について、規則の定めるところにより、汚染の状況についての調査

を行い、その結果を調査した日から起算して３０日以内に、市長に届

け出なければならない。ただし、第５条ただし書の確認を受けたとき

は、この限りでない。 

第１６条 許可事業者は、当該土砂の堆積に係る土地の区域の土砂につ

いて、規則の定めるところにより、汚染の状況についての調査を行

い、その結果を市長に届け出なければならない。ただし、第１１条た

だし書の確認を受けたときは、この限りでない。 

（完了等の届出） （完了等の届出） 

第９条 土砂の堆積を行う者は、第６条の規定による届出に係る土砂の

堆積を完了したときは、完了した日から起算して１０日以内に、その

旨を市長に届け出なければならない。当該土砂の堆積を廃止した場合

も、同様とする。 

第１７条 許可事業者は、当該許可に係る土砂の堆積を完了したとき

は、完了した日から起算して１０日以内に、その旨を市長に届け出な

ければならない。当該土砂の堆積を廃止した場合も、同様とする。 

（措置命令） （措置命令） 

第１０条  第１８条 市長は、許可事業者が当該許可（第８条第１項の許可を受け

た者にあっては、その許可）を受けた土砂の堆積に関する計画に従っ

て土砂の堆積を行っていないと認めるときは、当該許可を受けた者に

対し、期限を定めて、その改善に必要な措置をとるべきことを命ずる

ことができる。 

 ２ 市長は、第５条第１項又は第８条第１項の規定に違反して土砂の堆

積を行った者（当該土砂の堆積を行った者に対し、当該違反行為をす

ることを要求し、依頼し、若しくは唆し、又は当該土砂の堆積を行っ

た者が当該違反行為をすることを助けた者があるときは、その者を含

む。）に対し、土砂の堆積の中止を命じ、又は、期限を定めて、土砂

の除却その他必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

  市長は、土砂の堆積を行う者が土壌基準を遵守していないと認める

場合（第５条ただし書の確認を受けたときを除く。）は、当該土砂の

堆積を行う者に対し、直ちに当該土砂の堆積を停止し、又は現状を保

全するために必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

３ 市長は、許可事業者が土壌基準を遵守せず、又は遵守していないお

それがあると認める場合（第１１条ただし書の確認を受けたときを除

く。）は、当該許可事業者に対し、直ちに当該土砂の堆積を停止し、

又は現状を保全するために必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。 

２ 市長は、第５条ただし書の確認を受けた土砂の堆積を行う者が、そ

の後の事情により、当該確認に係る土砂の堆積に用いた土砂の有害物

質により人の健康に係る被害を生じ、又は生ずるおそれがあると認め

られるに至ったときは、当該土砂の堆積を行う者に対し、当該土砂の

堆積を停止し、又は現状を保全するために必要な措置をとるべきこと

を命ずることができる。 

４ 市長は、第１１条ただし書の確認を受けた許可事業者が、その後の

事情により、当該確認に係る土砂の堆積に用いた土砂の有害物質によ

り人の健康に係る被害を生じ、又は生ずるおそれがあると認められる

に至ったときは、当該許可事業者に対し、当該土砂の堆積を停止し、

又は現状を保全するために必要な措置をとるべきことを命ずることが

できる。 



（土地所有者等に対する勧告） （土地所有者等に対する勧告） 

第１１条 市長は、土砂の堆積が行われた土地において、堆積した土砂

の有害物質により人の健康に係る被害を生じ、又は生ずるおそれがあ

ると認めるときは、その土地の所有者、管理者又は占有者に対し、人

の健康に係る被害を防止するために必要な措置をとるべきことを勧告

することができる。 

第１９条 市長は、土砂の堆積が行われた土地において、土砂の流出、

崩壊その他の災害により、人の生命、身体又は財産を著しく害する事

態が生ずるおそれがあると認めるときは、その土地の所有者、管理者

又は占有者に対し、土砂の流出、崩壊その他の災害を防止するために

必要な措置をとるべきことを勧告することができる。 

２ 略 ２ 略 

（報告の徴収） （報告の徴収） 

第１２条 略 第２０条 略 

（立入検査） （立入検査） 

第１３条 略 第２１条 略 

（委任） （委任） 

第１４条 略 第２２条 略 

 （罰則） 

 第２３条 次の各号のいずれかに該当する者は、２年以下の拘禁刑又は

１００万円以下の罰金に処する。 

 ⑴ 第５条第１項又は第８条第１項の規定に違反して土砂の堆積を

行った者 

 ⑵ 第１８条第２項の規定による命令に違反した者 

 （罰則）  

第１５条 第１０条第１項又は第２項の規定による命令に違反した者

は、１年以下の拘禁刑又は１００万円以下の罰金に処する。 

第２４条 第１８条第１項、第３項又は第４項の規定による命令に違反

した者は、１年以下の拘禁刑又は１００万円以下の罰金に処する。 

第１６条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に

処する。 

第２５条 次の各号のいずれかに該当する者は、５０万円以下の罰金に

処する。 

 ⑴ 第１２条の規定に違反して標識を掲示しなかった者 

⑴ 第８条の規定に違反して届出をせず、又は虚偽の届出をした者 ⑵ 第１５条第１項又は第１６条の規定に違反して届出をせず、又は

虚偽の届出をした者 

⑵ 第１２条の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽

の報告若しくは資料の提出をした者 

⑶ 第２０条の規定による報告若しくは資料の提出をせず、又は虚偽

の報告若しくは資料の提出をした者 

⑶ 第１３条第１項の規定による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若

しくは忌避し、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をした者 

⑷ 第２１条第１項の規定による検査若しくは収去を拒み、妨げ、若

しくは忌避し、又は同項の規定による質問に対して答弁をせず、若

しくは虚偽の答弁をした者 

第１７条 第６条又は第９条の規定に違反して届出をせず、又は虚偽の 第２６条 第９条、第１４条又は第１７条の規定に違反して届出をせ



届出をした者は、３０万円以下の罰金に処する。 ず、又は虚偽の届出をした者は、３０万円以下の罰金に処する。 

（両罰規定） （両罰規定） 

第１８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業者が、その法人又は人の業務又は財産に関して前３条の違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条

の罰金刑を科する。 

第２７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の

従業者が、その法人又は人の業務又は財産に関して第２３条から前条

までの違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人

に対して各本条の罰金刑を科する。 
 


